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令和３年２月 10 日 

各  位 

会 社 名   株 式 会 社 ミ ク ニ 

代表者名 代表取締役社長 生田 久貴 

（コード：7247 東証第１部） 

問合せ先責任者  取締役 常務執行役員 

コーポレート本部長 髙橋 秀樹 

（TEL．03-6895-0038） 

 

子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の子会社である株式会社ミクニエームを吸収合併することを決

議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は、完全子会社を対象とする簡易合併・略式合併であるため、開示事項、内容を一部省略して

開示しております。 

 

記 
 

１．合併の目的 

当グループ全体の経営の効率化及び経営資源の有効活用を目的として、吸収合併することといたしました。 

 

２．合併の要旨 

(１)合併の日程 

取締役会決議日     令和３年２月 10 日 

合併契約締結日     令和３年２月 10 日 

実施予定日(効力発生日) 令和３年４月１日（予定） 

(注)本合併は、当社においては会社法第 796 条第２項に定める簡易合併であり、株式会社ミクニ

エームにおいては会社法第 784 条第１項に定める略式合併であるため、両社の株主総会の承

認を得ることなく行います。 

 

(２)合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社ミクニエームは解散いたします。 

 

(３)合併に係る割当ての内容 

本合併による株式その他の金銭等の交付及び割当てはありません。 

 

(４)合併に伴う消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 
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３．合併の当事会社の概要 

 
存続会社 

（令和 2年 3月 31 日現在） 

消滅会社 

（令和 2年 3月 31 日現在） 

(1)名 称 株式会社ミクニ 株式会社ミクニエーム 

(2)所 在 地 
東京都千代田区外神田 

6 丁目 13 番 11 号 

岩手県盛岡市渋民字岩鼻 

20 番地 54 

(3)代 表 者 代表取締役社長 生田久貴 代表取締役社長 東海林 敦 

(4)事 業 内 容 

各種自動車・二輪車・汎用エン

ジン用の燃料供給装置類・エン

ジン機能部品類、ガス機器用制御

機器類、福祉関連機器、噴霧機器、

車輌用等の暖房器類の製造販売

並びに航空宇宙用機器・部品・

材料、芝刈機・芝管理機械の輸入

販売 

樹脂成形加工販売・輸送機器部

品組立販売 

(5)資 本 金 22 億 1,530 万円 9,000 万円 

(6)設 立 年 月 日 昭和 23 年 10 月 平成 6年 2月 

(7)発 行 済 み 株 式 数 34,049,423 株 1,800 株 

(8)決 算 期 3 月 31 日 3 月 31 日 

(9)大 株 主 及 び 持 株 比 率 

（令和 2年 3月 31 日現在） 

あいおいﾆｯｾｲ同和損害保険株式会社 

5.59％ 

株式会社りそな銀行    4.92％ 

株式会社横浜銀行     4.92％ 

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行（信託口）

                          4.73% 

風の会持株会       4.68％ 

株式会社ミクニ 100% 

  （注）日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社、JTCﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社及び資産管理ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社 

は令和２年７月 27 日付で合併し、商号を株式会社日本ｶｽﾄﾃﾞｨ銀行に変更しております。 

 

(10)直前事業年度の財政状態及び経営成績          （単位：百万円、百万円未満切捨て） 

 株式会社ミクニ 

（令和 2年 3月期連結） 

株式会社ミクニエーム 

（令和 2年 3月期単体） 

総 資 産 90,396 357

純 資 産 26,726 217

１ 株 当 た り 純 資 産 767.72 円 120,858.62 円

売 上 高 110,499 694

営 業 利 益 2,410 3

経 常 利 益 1,858 5

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益  

（ 純 損 失 △ ） 

△4,014 1

１株当たり当期純利益  

（ 純 損 失 △ ） 

△119.30 円 818.75 円

（注）消滅会社の財務諸表では「当期純利益」 

 

４．合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はありま

せん。 

 

５．今後の見通し 

本合併が連結業績に与える影響は軽微であります。 

                                          以 上 


